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Ｑ１　地方公務員は選挙運動に関係できないと聞きますが、本当でしょうか。

地方公務員に対する選挙運動の制限については、公選法に若干の規定と地公法の36条がありますが、それは地方公務員に対する選挙運動の全面禁止というようなものではなく、市民とそれ程の差はありません。

　公選法上でいう「選挙運動」とは「①特定の選挙において、②特定の候補者の当選を目的として、③投票を得又は得させるために直接又は間接に必要な有利な行為」だとされていますが、この意味での選挙運動では以下の例外を除けば、地方公務員と市民との間に何の差もありません。

　以下に例外を列記します。

①　職員の立候補制限。職員は公職の候補者になることが禁止されています（公選法89条１項）。職員が公職の候補者として届出をし、又は推薦届出をされたときは、その届出の日に職員を辞めたものとみなされます（公選法90条）。しかし、現業職員及び地方公営企業に従事する職員は制限を受けないため、これらの職員は在職のまま立候補することができます。

②　特定公務員の選挙運動の禁止（公選法136条)。選挙管理委員会の職員、警察官及び徴税吏員は在職中選挙運動をすることが禁止されています｡
③　地位利用による選挙運動の禁止（公選法136条の２）。地方公務員は、一般職、特別職を問わず、その地位を利用して選挙運動をすることが禁止されています。そして、その地位を利用し公職の候補者の推薦に関与する行為、地位を利用し選挙運動の企画に関与する等の行為、地位を利用し後援団体の結成の準備に関与する等の行為、地位を利用し刊行物の発行等をする行為及び公職の候補者を支持しもしくは反対する旨申出た者に対し利益を供与する行為は禁止行為に該当します。

④　教育者の地位利用の選挙運動の禁止（公選法137条）。

⑤　衆議院議員又は参議院議員になろうとする職員については、選挙区において職務上の旅行等の機会を利用して選挙人にあいさつをすること等の事前運動が禁止されています（公選法239条の２、129条）。

　以上①から⑤が地方公務員についての市民と異なっている公選法上の選挙運動の規制ですが、③⑤は主として、大きな意志決定権を持つ公務員（官僚）について問題となる（官僚の在職中の選挙運動が世間のひんしゅくを買うことがよくあります）のであって、自治労組合員についてはほとんど関係ありません。

Ｑ２　地公法36条は職員の政治的行為の制限を定めていますが、どのような内容ですか。

地公法36条の目的は、行政の公正な運営の確保と、一般職地方公務員の利益の保護にあります。決して地方公務員から無原則に「言論、表現の自由＝政治活動の自由」を奪うものではありません。

　本条は、公務員の「政治的中立性」を確保する必要性があるとして、目的にかかわらず政党等に関する一定の政治的行為を禁止ないし制限する（１項）とともに、一定の政治的目的をもって行われる一定の政治的行為を禁止ないし制限しています（２項）。これに対応して、３、４項で、何人に対しても、職員に禁止ないし制限された政治的行為を行うよう働きかけることを禁止し、職員が違法な働きかけに応じなかったことを理由に不利益な取扱いを受けない旨明記しています。

　本条は、地方公務員の一定の政治的行為を制限していますが、その適用される範囲は、人的側面及び地域的側面から限界があります。

人的側面からの限界

　一般職に属する地方公務員のうち、企業職員及び現業職員には本条は適用されません（地公企法39条、地公企労法附則４項）。従って企業職員及び現業職員が政治的行為を行う際は公選法による制限以外の制限は一切受けませんし、地公法36条違反として行政罰（懲戒処分）を受けることもありません。なお教育公務員についても、本条の適用はありませんが、国公法102条、人事院規則14－７により政治的行為の制限を受けることになっています。

地域的側面からの制限

　目的いかんにかかわらず制限される政党等に関する政治的行為（１項）は、地方自治体の区域の内外を問わず制限されています。しかし、特定の政治的目的をもって行われる特定の政治的行為（２項）は、当該職員の属する地方自治体の区域内でだけ制限されます（但し庁舎等の利用（４号）を除きます）。従って、職員の属する地方自治体の区域外で行うことは自由です。

　なお、当該する職員が都道府県の支庁もしくは地方事務所又は地方自治法252条の19、１項の指定都市の区に勤務する者であるときは、当該支庁もしくは地方事務所又は区の所管区域の内外によって、制限されるか否かが決まります。（地方公務員法・資料①参照）

Ｑ３　地公法36条と地方公務員の選挙活動との関係はどう考えればいいのでしょうか。

　　

地公法36条が職員の選挙活動に関係してくるのは同条２項の特定の政治的目的をもった特定の政治的行為のうち、公の選挙又は投票において特定の人又は事件を支持し、又はこれに反対する目的をもった投票勧誘運動等ですので以下に説明します。

①　公の選挙又は投票において特定の人又は事件を支持し、又はこれに反対する目的をもつこと。

　「公の選挙又は投票」とは法令に基づく選挙又は投票で、広く国民又は住民一般が直接参加するものをいい、参議院議員・衆議院議員・自治体の長・議会議員の選挙、最高裁判所裁判官の国民審査、地方自治法に基づく地方議会解散請求の投票、首長・議員の解職請求の投票等です。

　「特定の人」とは、当該選挙に立候補の制度がとられている場合には正式の立候補届出・推薦届出により候補者としての地位を有する者をいいます。従って、立候補予定者を支持し又はこれに反対することは制限されません。

　

②　①の目的をもった次の政治的行為が制限されることになります。

　ア　公の選挙又は投票において投票するように、又はしないように勧誘運動をすること（２項１号）。

　「勧誘運動」とは、不特定又は多数の者を対象として、組織的・計画的に、投票する決意又は投票しない決意を促す行為をいいます。従って、職員が公務に関係のない２、３の少数の友人に特定候補者を推薦する旨の文書を出すこと、職員が特定候補者の依頼により勤務時間外に選挙事務所において無給にて経理事務の手伝いをすること等は「勧誘運動」にはあたりません。なお、選挙公報に推薦人として公務員であるものの氏名を連ねる行為は「勧誘運動」に該当するとする行政実例があります。勧誘運動に組織性・計画性が必要とされていることからすれば疑問がありますが、留意する必要があります。

　イ　署名運動を企画し、又は主宰する等これに積極的に関与すること（２項２号）。

　「署名運動」とは「勧誘運動」と同様に、不特定又は多数の者を対象として、組織的、計画的にその共同の意向を表示する手段としてその意向を明示した文書に署名させるよう勧誘する行為をいいます。少数の者に対し「署名」を求めることは「署名運動」に該当しません。

　「企画」とは発起人となり、署名運動の計画を立案し、そのための会合を招集すること。

　「主宰する」とは実施につき総括的な役割を演ずること。

「積極的に関与する」とは署名運動の企画・主宰の外、企画・主宰する者を助け又はその指示を受けて署名運動で推進的役割を演ずることをいいます。

単に署名運動を援助すること、署名を行うことは該当しません。

　ウ　寄附金その他金品の募集に関与すること（２項３号）。

　「募集に関与する」とは、募集計画を企画し、この実施を主宰し、指導し、具体的に寄附金等の供与、交付を勧誘し、これを受領し又は募集計画の立案に助言を与え、その募集を援助する等の行為をいうものとされています。寄附金等を与えることは何ら問題ありません。

　ただし、後援会や政治団体会費については、寄付金その他金品に該当する可能性があるため、募集についてはあくまでも個人ではなく労働組合として対応するよう留意する必要があります。

　エ　文書又は図画を地方公共団体の庁舎、施設等に掲示し、又は掲示させ、その他地方公共団体の庁舎、施設、資料又は資金を利用し、又は利用させること（２項４号）。

　ここで問題となるのは組合活動との関係ですが、本号を利用して組合活動を制約することは許されません。具体的な問題の解決にあたっては、庁舎・施設の公共性と職員の団結権保障との間の比較衡量が必要です。庁舎・施設の公共性が常に優先するものではありません。この問題は、一般的には、「施設管理権と組合活動の正当性」として論じられています。

　以上のような政治的行為の制限が地方公務員に一応課せられていますが、実際上はわれわれ自治体労働者の選挙活動が、この地公法36条によって規制されることは全くといってよいほどありません。

　選挙に関していえば、「特定の人」とは立候補届出によって候補者となった者を指しますから、告示前は地公法36条の規制はありません。

　勧誘運動、署名運動等も、組織的、計画的な相当大がかりのもの以外は本条は規制していませんし、また本条は組合運動を規制しているわけではありませんから、組合運動としての選挙活動は何ら規制されません。

　また本条は、国家公務員の場合と異なり罰則を伴いませんから、本条違反には懲戒処分だけが問題になります。しかし、本条違反の理由で自治労組合員が懲戒の対象となった事例は全くといってよいほどありません。

Ｑ４　国家公務員の政治的行為の制限はどうなっていますか。
　

国家公務員の政治的行為の制限は国家公務員法の第102条で制限がされ、「人事院規則に定める政治的行為をしてはならない」と規定しています。

　その委任に基づき人事院規則14－７（政治的行為）が制定されています。同規則では、職員が禁止または制限される政治的行為として、特定の政治的目的を第５項で、特定の政治的行為を第６項で、それぞれ限定的に列挙しています。この両項により第５項に列挙された政治的目的を持って第６項に列挙された政治的行為が原則として禁止されることになります。ただし、同規則第６項５号の「政党の結成の企画等と政党役員への就任等」、同項第６号の「政党への入党勧誘運動等」、７号の「政党機関紙の発行・配布等」の行為は、それら行為自体が政治的目的を有することから同規則第５項の政治的目的とはかかわりなくその行為自体が禁止されています。

　しかし、規則14－５第５項１号に定める「公選による公職の選挙において、特定の候補者を支持し又はこれに反対すること」の、特定の「候補者」とは、法令の規定に基づく正式の立候補届出または推薦届出をすることによって候補者としての地位を有するに至った者であり、正式の立候補届出または推薦届出をいまだ行っていない者を支持したり、反対したりすることがあったとしても問題はありません。

　また、特定の政党に限定することなく、各政党の政策を分析説明すること、特定の政党とは関係なく政策について見解を表明し、あるいは批判することは、「支持し又はこれに反対する」ことには当たりません。

　さらに、政治的行為の定義として、同規則６項第８号では「政治的目的をもって、第五項第１号に定める選挙、同項第２号に定める国民審査の投票又は同項第８号に定める解散もしくは解職の投票において、投票するように又はしないように勧誘運動をすること」と定められていますが、ここでいう「勧誘運動」とは、組織的、計画的または継続的に第三者を勧誘することをいい、たとえば、選挙の際にたまたま道でであった友人に特定の候補者への投票を依頼する行為は、政治的行為には該当しません。

Ｑ５　地方公務員が、出納責任者、総括主宰者などの選挙運動の責任者になることはできますか。
出納責任者にはなることができますが、総括主宰者となることはできません。ここで問題となるのは、政治的行為の制限を定めた地公法36条との関係です。

　地公法36条で制限している政治的行為には、①政党等に関する政治的行為と、②特定の政治的目的をもってなされる特定の政治的行為、とがありますが、本問に関係するのは②の方です。

　地公法36条２項によると「職員は」「公の選挙又は投票において特定の人又は事件を支持し、又は反対する目的をもって」「公の選挙又は投票において投票するように、又はしないように勧誘運動をすること」を禁じています。

　出納責任者とは、法がその選任、届出に関する規定（公選法180条）を置き、適法な選任、届出により出納責任者になる者をいいますが、現実にいかなる事務を行い、また選挙運動においてどのような役割を果たしたか問いません。

　総括主宰者とは、出納責任者のように法律にはその選任、届出に関する規定がありませんが、特定候補者のための選挙運動の中心となって、その運動を全面的に支配する実権をもっている者をいいます。

　「公の選挙又は投票において投票するように又はしないように勧誘運動をすること」が地公法36条２項によって規制されますが、ここにいう「勧誘運動」とは、①不特定又は多数の者を対象として、②組織的・計画的に、投票する決意又は投票しない決意を促す行為をいいます。

　したがって、出納責任者はその地位についたからといって勧誘運動をしたとはいえません。総括責任者は、特定候補者のための選挙運動の中心となって、その運動を全面的に指示する実権をもっている者ですので、勧誘運動をしたとみられる危険性は極めて大きいといえます。

Ｑ６　労働組合内部の「選対」の活動は自由にできるでしょうか。

労働者が、あるいは労働組合が、組合の決定に基づき、又は指令に従って選挙活動を行う場合、その活動は一面において選挙活動であり、他面において組合活動としての性格をもっています。

　労働組合が政治活動及びその一環として選挙活動を行う必要があること、また行う権利をもっていることはいうまでもありません。

　この点については、最高裁も三井美唄労組事件大法廷判決（1968年12月４日）で次のようにいっています。「労働組合の結成を憲法及び労働組合法で保障しているのは、社会的・経済的弱者である個々の労働者をして、その強者である使用者との交渉において対等の立場に立たせることにより、労働者の地位を向上させることを目的とするものである……しかし、現実の政治・経済・社会機構のもとにおいて、労働者がその経済的地位の向上をはかるにあたっては、単に対使用者との交渉においてのみこれを求めても、十分にはその目的を達成することができず、労働組合が右の目的をより十分に達成するための手段として、その目的達成に必要な政治活動や社会活動を行うことを妨げられるものではない」「この見地からいって……労働組合が……その利益代表を議会に送り込むための選挙活動をすること、そして、その一方策として、いわゆる統一候補を決定し、組合を挙げてその選挙活動を推進することは、組合活動として許される」。

　「選対」は、組合が上記のような政治活動ないし選挙活動を行うための組合内の組織及びその行動をいいますが、それらが自由にできることはもちろんです。

　なお、地公法36条は、職員の政治的行為の制限を定めていますが、この規定は、労働組合の政治的行為を制限するものではありません。職員団体が政治的行為や、その一環としての選挙活動を行うことについては地公法は一切制限していません。職員団体自体の意思及びその実現行為と当該構成員である職員自体の意思及びその実現行為とは別個のものであり、前者については地公法36条１項及び２項の関知するところではありません。職員団体が公の選挙に際し特定の候補者を推薦し、組合を挙げてその選挙活動を推進することは、組合活動として当然許されるところです。

Ｑ７　労働組合が、候補者を推薦決定し、そのことを機関紙に載せたり、紹介することは自由でしょうか｡
労働組合が特定の選挙へ向けて、特定の候補者の支持・推薦を決定し、これを組合員に周知・徹底させることは、組合活動の範囲であり、自由にできます。また、支持・推薦のために特定候補者の支持・推薦の提案、内部討議、そのための資料や文書（候補者の経歴・政見などに関する）の配布・掲示も許されます。支持・推薦決定の周知・徹底の方法も、集会における口頭の伝達、職場オルグにおける伝達・組合機関紙誌への掲載、掲示板への掲示等、通常の方法で行うことは可能です。

　以上の行為は、選挙期間中を問わず自由に行えます。そもそも、これらの行為は、公職選挙法にいう、「選挙運動」ではありません。公選法上の「選挙運動」は、選挙期間中以外はできないことになっていますが、組合の行う選挙活動は「選挙運動」とイコールではありません。選挙活動のうちの特定の一部の活動が「選挙運動」に当たる（この場合は選挙期間中のみ許される）場合もありますが、組合の行う選挙活動のほとんどは「選挙運動」に該当せず、組合活動と考えられます。

　以上のように組合の選挙活動は選挙期間前後を問わず自由に行えるのですが、告示後は若干の注意を要します。

　告示後になると、たとえば、職場討議用の経歴書等の配布も脱法文書の配布といいがかりをつけられ弾圧の口実とされる危険がありますから、これらはできるだけ告示前に周知・徹底を終えておくのがいいでしょう。

　その他、告示前に推薦を受けた候補者やその代理人が、組合の集会で推薦決定に謝意を述べたり、決意を表明したりすること、組合側からも激励の演説をすることも許されます。また推薦に至る過程で、組合が予定候補者を招いて「政見を聞く会」を開催することもできます。ただ投票依頼にわたる発言は事前運動として、弾圧の口実にされかねないので注意が必要です。

　告示後は組合集会に候補者を招いてあいさつを受けたり、激励したりすることも自由で、投票依頼にわたってもかまいません。公選法は、告示後は選管又は候補者以外の者が開催する演説会を一切禁止していますから「演説会」を組合が主催して行うことは許されませんが、いわゆる「幕間演説」は自由に行えることになっているので、他の目的で組合が開催した集会に候補者を呼んで、議事の合間に選挙演説を行うことは合法です。

Ｑ８　組合機関紙にはどの程度選挙に関する記事を掲載することができるでしょうか。

公選法は文書図画による選挙運動についてはかなり厳格な規制を課していますが、新聞紙、雑誌については、これに報道及び評論という形で選挙に関する事項を掲載することを認めています（公選法148条１項）。

　しかし、ここでいう「新聞紙」とは、ただ新聞ないし新聞紙という名がついていさえすればよいというのではなく、いわゆる新聞適格性（公選法上の新聞紙といえるための要件――問９参照）を備えていなければなりません。

　労働組合の機関紙は、まず例外なく新聞適格性を備えていますから、選挙に関し、報道及び評論を掲載することができます。

　次のような記事が、ここでいう選挙に関する「報道・評論」にあたります。

　①　特定の候補者の氏名・写真・経歴・人物紹介・推薦文等を載せ、投票その他の支援を訴えるもの。

　②　特定候補者を推薦決定した旨及びその経緯等に関するもの。

　③　「○○党の躍進を」などの表題をつけた選挙情勢に関するもの。

　④　「選挙にのぞむ私たちの方針」「○○党の選挙政策を斬る」などの文章。

　判例も、「特定候補者の写真と同人の立候補の所信、労働組合地方本部が同候補者を推薦支持することを決定したこと、同候補者を組合員が一層応援努力すべきこと等の記載」を「報道・評論」にあたるとしています。

　なお、前問（問６）で示したとおり労働組合が特定の候補者の支持・推薦を組合員に周知・徹底させること、それにつき組合機関紙誌への掲載が、通常の方法によれば自由であることはもちろんです。それらの周知・徹底等は、本来選挙運動とは無関係な記事として掲載が自由であるとみられる場合と、適正な報道・評論の掲載として掲載が自由であるとみられる場合との両者があります。

９　選挙関係記事をのせた組合機関紙は、何時でも自由に配布できますか。

新聞紙誌による選挙活動は、平常時（告示前）と選挙時（告示後）で若干異なります。

1.　平常時

　公選法148条１項の「新聞紙、雑誌」にあたる労働組合機関紙は、告示前は、選挙の種類を問わず、報道、評論の自由が確認されています。報道、評論としてどの程度の活動が認められているかは、問６の項で前述しました。ただ、その配布は通常の方法で行われることが条件です。選挙告示直前に有償配布を無償配布にしたり、組合内配布であるものを、その時に限って組合外にまで配布するような、従来と異なる方法をとることは問題があります。戸別配布、街頭配布も従来から行われていれば通常の方法による配布です。どちらにしても、告示前は、全体として、文書、言論の方法を問わず活動の自由は大幅にあり、組合機関紙の報道、評論にも同様で、選挙期間前の組合機関紙活動が取締りの対象となることはよほどの極端な例外の場合以外は、まずありません。

2.　選挙時

　　組合機関紙が選挙の報道及び評論をする自由をもつことは公選法148条１項によって明らかですが、ただし選挙期間中には条件がつけられます。

　　選挙期間中は公選法148条３項の要件を欠く新聞紙誌（組合機関紙）は選挙に関する報道、評論をすることができません。148条３項による必要な要件は次のとおりです。　

　①　新聞は毎月３回以上、雑誌は毎月１回以上、号をおって有償で頒布するもの。

　②　第３種郵便物の認可のあるもの。

　③　告示前１年（時事に関する日刊新聞は６ヵ月）以来、①②の条件に適合しているもの。

　以上①～③の要件を満たした新聞紙（組合機関紙）が「選挙に関する報道、評論」を掲載した場合には、その配布が、「通常の方法」によることになりますが、この「通常の方法」の中身が選挙期間中に限り、定期購読者を除いて「有償に限る」とされています。そこで、その都度代金をとらない場合でも、「有償」配布とみなされる限度はどこまでかが問題になりますが、次に金銭授受をともなわないで、有償とみなされる場合をあげておきます。　

　①　組合員への無料配布は「有償」とみなされます。単組だけでなく、上部団体、共闘組織が発行する機関紙でも、その傘下組合員への配布は、いちいち代金をとる必要はありません。さらに、組合員の家族への無償配布も同様です。

　②　ＰＲの目的で友誼組合に無償提供すること。

　③　規約又は会計への記載で他組合への無償配布を承認している場合の他組合への無償配布。

Ｑ10　選挙関係の記事を特集した労働組合の機関紙の臨時号、号外などを配布することはできますか。
　　

組合機関紙は新聞紙として、選挙に関する報道、評論を掲載・配布できることは問６、７、８で述べたとおりです（但し告示前後で若干の差異がある）。

　いわゆる新聞適格性として

　①　不特定又は多数の者に頒布することを目的とするもの。

　②　特定の人又は団体により、一定の題号を用い、比較的短い間隔をおき、号を追って定期的に刊行されるもの。

　③　報道及び評論を主たる内容とするもの。

　④　有償頒布されるもの。

　の４つの基準を満たしていることが要求されています。臨時号、号外は前記の②の基準を満たしていないので「新聞紙」に当たらず、従って選挙に関する報道評論を掲載できないのではないかということになりそうですが、そうではありません。

　臨時号、号外を本紙と切り離してそれ自体としてみれば、前記の基準中、定期刊行性が欠けており、また有償性が欠けていることが多いかもしれません。しかし、だからといって臨時号、号外が「新聞紙」に当たらないとするのは当を得ません。臨時号、号外は、その言葉自体からもあくまで本紙あっての臨時号、号外であり、臨時号、号外の性質を、本紙と切り離して考えるのは間違いであり、それはあくまで本紙と一体のものとして見なさなければなりません。

　また記事の内容ですが、選挙に関する報道、評論の範囲内にとどまる限り、選挙関係記事の特集であっても何ら問題はありません。ただし、その配布は通常の方法で行うことが必要です。従来、臨時号、号外を一度も発行した実績がなかったのに、選挙期間直前に、又は選挙期間中になって突然選挙関係特集の臨時号、号外を発行することは違法文書の配布とみられるおそれがありますが、従来より、組合の当面する重要問題について、時に応じ、臨時号、号外を発行してきた実績があるならば、告示前、告示後（告示後については公選法148条３項の要件を満たしている組合本紙を発行している場合に限る)を問わず選挙関係記事特集の臨時号、号外を発行配布することができます｡
Ｑ11　政党機関紙の配布（頒布）について、なにか制限がありますか。

政党機関紙で、選挙に関する報道・評論を掲載したものの配布については、次のような制限があります。

1.　平常時における制限

　平常時においては、選挙以外に関する報道、評論を掲載した政党機関紙の配布はまったく自由ですが、選挙に関する報道・評論を掲載したものの配布は、｢通常の方法｣でなされなければなりません。従って、普段と違う配布の方法、例えば有償頒布を無償配布にする場合や、部内（組合内）配布を部外（組合外）配布にする場合等、従来から慣例となっていない方法をとることには問題があります。逆に戸別配布や街頭配布の方法が従来から行われていたものであれば、「通常の方法」として許容されますから、常日頃から、幅広い配布の実績を作っておくことが必要です。

2.　選挙時における制限

　選挙に関する報道・評論を掲載した政党機関紙を選挙時に配布する場合の制限は、確認団体制度がとられている選挙（衆・参院選、都道府県知事選、同議会選、指定都市議会選、市長選）の場合と、確認団体制度がとられていない選挙（指定都市以外の市・町・村議会選、町・村長選）では異なります。

確認団体制度がとられている選挙

　まず、第１に、確認団体の届出機関紙（１種類）以外は、選挙に関する報道・評論の掲載・頒布ができません。

　第２に、選挙に関する報道・評論を掲載した届出機関紙であっても、届出の前日までに引き続き発行されている期間が、（イ）６ヵ月以上のものについては、頒布の方法は通常の方法に限ります（「通常の方法」とは、当該選挙の期日の公示の日前６ヵ月間において平常行われていた方法をいい、その間に行われた臨時又は特別の方法を含みません）。（ロ）６ヵ月未満のものは、政談演説会場における頒布のみに限られ、それ以外の場所で頒布することは、それがたとえ通常の方法であってもできません。

　第３に、政党機関紙の号外等で、選挙に関する報道・評論を掲載したものは頒布できません。

　第４に、号外等で、選挙に関する報道・評論を掲載していないものであっても、特定の候補者の氏名又はその氏名が類推されるような事項が記載されているときは、当該選挙区内においては頒布できません。

確認団体制度がとられていない選挙

　選挙に関する報道・評論を掲載した機関紙の配布は、通常の方法に限られます。ただし、定期購読者以外には、通常の配布方法のうち有償配布に限定されます。「有償」の範囲が問題となりますが、政党費等を徴収している場合は「有償」であると考えられています。

Ｑ12　組合掲示板に、選挙関係のビラを貼ったら、当局からはがせといわれましたが、はがさなければならないのでしょうか。
　　

組合掲示板

　組合掲示板は、当局が施設を組合に供与したものであれ、また組合自身の手でつくったものであれ、いずれもその利用は、組合の自主的判断にまかされるべきものです。組合が自主的に決定し掲示した物について、使用者が干渉・介入することは支配介入として不当労働行為となります。

選挙ポスターの掲示

　組合掲示板には、組合が自主的に掲示物を決定し掲示できますが、もちろん法律に違反する掲示物は掲示できません。選挙関係のポスターも公選法に違反するものは掲示できませんが、公選法に違反しなければ自由に掲示できます。当局からはがせといわれてもはがす必要はありません。

　では、どのような選挙関係ポスターなら自由に貼れるのでしょうか。

　まず、第１に、「選挙運動」に該当しない選挙関係ポスターは自由に貼ることができます。公選法は、「選挙運動」に該当しない行為については規制していないからです。従って、次のような選挙関係ポスターは自由に貼ることができます。

①　組合としての候補者推薦決議と、その経過を組合員に伝達するポスター

②　支持団体（組合）内部において行われる選挙に関する情報交換、各種連絡用のポスター

③　候補者の推薦御礼のポスター

④　候補者の著書の宣伝ポスター

　①から③までのポスターの掲示は、立候補準備行為ないし内部行為として「選挙運動」には該当しませんし、④のポスターの掲示は商業活動であって「選挙運動」ではありませんから、組合掲示板に自由に掲示できます。

　第２に、告示前は、政党および政治活動を行う団体の政治活動のためのポスターは自由に掲示できます。政治活動のためのポスターとは、政党等の政策の普及宣伝、政治啓蒙等を行うためのポスターのことをいいます。国会報告会、政談演説会などの政治集会告知のためのポスター（演説会告知のポスターに弁士として候補者の氏名が表示されたものも含みます。）等がこれにあたります（告示前に掲示が禁止されているのは、候補者等及び後援団体の政治活動用の文書図面で裏打ちされたものに限ります）。

　第３に、告示後であっても、確認団体制度がない選挙（市議会選、町村長・議会選）では、政党その他の政治活動を行う団体の政治活動のためのポスターも掲示できます。

　ただし、これらの選挙関係ポスターの掲示が告示直前に行われると、「選挙運動」であるとの誤解を招くことがありますから注意が必要です。その誤解を前提として、選挙管理委員会からポスターの撤去を求められる場合もあります。このような場合は撤去に応ぜざるをえないこともあります。

　第４に、組合の政治活動（但し、選挙運動を除く）のためのポスターは、告示前であろうと告示後であろうと自由に掲示できます。

Ｑ13　候補者を推薦決定するかどうかの内部資討議料として、候補者の経歴書を組織内に配ろうと思っていますが、なにか問題がありますか。
　　

本問において問題になるのは、内部討議資料の配布が、公選法上の選挙運動となるか否か、地公法36条の投票勧誘運動になるか否かです。

1.　選挙運動となるか

　公選法は、「選挙運動」のみを規制の対象としており、「選挙運動」以外を行うことは全く自由です。

　「選挙運動」とは、「①特定の選挙において、②特定の候補者の当選を目的として、③投票を得又は得させるために直接又は間接に必要な有利な行為」とされています。そして、③の関係から、選挙運動は、直接又は間接に常に選挙人（有権者）に向けられる必要があるとされています。

　この定義に該当しなければ、一見、選挙運動のように見えても､｢選挙運動｣ではなく、公選法上の規制を受けません。このような行為として、①立候補準備行為、②選挙区（地盤）培養行為、③後援会活動、④政治活動、⑤選挙運動のための労務提供、⑥内部行為等があります。

　質問のように、候補者の経歴書等の「討議資料」を組織内に配布することは､組合の内部行為です｡つまり、推薦決定をするかどうかの検討をするのに必要な資料の配布や､推薦決定をしたあとの組合員に対する周知徹底のための資料の配布は､あくまでも組合内部での組合活動であるからです｡
　したがって、以上のような意味での配布は差し支えありません。しかし、告示後に全組合員の机の上に配って歩いたなどのケースが捜査の対象になったことがあります。これは、警察が討議資料の配布は組合員に対する投票依頼のためのものであると判断したからです。ですから、誤解を招かぬように配布の方法、時期について気をつける必要があります。

2.　地公法36条の投票勧誘運動にあたるか

　「公の選挙又は投票において、特定の人または事件を支持し、又はこれに反対する目的」をもった「投票勧誘運動」は、地公法36条によって制限されています。しかし、「勧誘運動」とは「不特定又は多数の者を対象として、組織的計画的に、彼等に投票する決意又は投票しない決意をさせるよう促す行為」であるとされています。本問の行為はこれに該当しません｡
Ｑ14　私の組合は、機関紙をもっていません。必要に応じて、組合ニュースを発行していますが、推薦候補に関して組合ニュースを発行・配布することは自由ですか。
　

結論からいえば、機関紙でない組合ニュースでも推薦候補者に関することを組合員に周知させることは自由です。但し、組合ニュースの発行・配布が通常の方法で行われることが必要です。

　公選法上の新聞紙といえるためには、次の要件を満足する必要があります。

①　不特定又は多数の者に配布することを目的とすること

②　特定の人又は団体により、一定の題号を用い、比較的短い間隔をおき、号を追って定期的に刊行されること

③　報道及び評論を主たる内容とすること

④　有償配布されること（組合費・会費負担でもよい）

　以上の４要件を備えた新聞紙については、公選法は、選挙に関する報道・評論に関して、４要件を備えないものに比べて優遇しています。しかし、４要件を備えないものが、選挙に関することをいっさい掲載できないわけではありません。

　とくに組合が、大会等で特定の候補者を推せん決議し、その推薦決定を組合内部に周知徹底する場合に、４要件を満足しない組合ニュース等を用いることは自由です。このようなことは、通常の組合活動そのものであり、選挙運動ではないからです。

　ただし、次のようなことには注意が必要です。

　それは、組合ニュースの発行・配布が「特定の候補者の当選を目的」として行われたものと誤解を与えないようにすることです。そのためには、通常の発行部数と比べて大幅な増刷をしたり、通常は組合員の机の上に置いていたのにもかかわらず、組合員宅に郵送したりすることは「選挙運動」であると誤解を生むおそれがあります。さらに組合ニュースの発行・配布の時期にも考慮が必要です。選挙の告示前や投票日直前に発行・配布することは、「特定の候補者の当選を目的として」なされたもの見なされることがありますから注意が必要です。

　告示前（直前は除く）なら、組合活動として候補者に関する組合ニュースを発行・配布しても問題となることはまずありません。

Ｑ15　組合主催の討論集会の合間に組合が推薦をしている候補者を呼んで、30分くらい政治報告やあいさつをしてもらう予定ですが、なにか問題はありますか。
　

問題ありません。ただ、次のような点で注意が必要です。まず、選挙の告示前ですが、公選法は、事前運動を一切禁止していますので、候補予定者（選挙の告示があり、立候補の届出がされて、はじめて候補者になる。その前は候補予定者）が「選挙運動」をすることはできません。「選挙運動」とは、投票してくれることを働きかける行為ですから、候補予定者が、組合の集会で、自分に対する投票を呼びかけることは事前運動として禁止されています。

　しかし、候補予定者が、当面の政治情勢を報告したり、自分の政治上の所信を説明することは、「選挙運動」ではありませんので、告示以前であっても自由です。

　なお、組合が推薦決定をする以前に、推薦するかどうかを決めるための準備活動として、推薦候補者を呼んで、政見、識見・人物を直接確かめるために、いろいろ話を聞くことは「選挙運動」ではなく、組合が機関決定するための準備、ないし、調査活動ですから、もちろん自由です。

　つぎに、告示後ですが、公選法が認めている演説会は、候補者主催の個人演説だけです。この演説会は、「選挙運動」としての演説会ですから、投票依頼が、当然中心になります。しかし、組合の集会は、それが実質的にも、組合主催の集会であれば、公選法が禁止している選挙の演説会とは、まったく別箇のものですから、自由に開くことができます。名目上は組合の集会であっても、中味は、選挙演説会であるならば、公選法の制限に該当しますので、注意が必要です。

　さて、名実ともに組合主催の集会――たとえば、大会、春闘討論集会など――であれば、その集会の幕間に、候補者が顔を出し、あいさつをすることは、公選法の規制の対象外ですので、差し支えありません。

　このあいさつで、自分の政見を訴え、投票を頼むこともできます。もちろん、政治報告、所信の表明など、ある程度の時間をかけて、詳しく話をすることも自由です。

Ｑ16　職場オルグをしてまわるときに、選挙関係のことを話しても差し支えないでしょうか。　

差し支えありません。

　ただし、つぎのことは注意しなければなりません。

　まず、話す内容です。職場の組合員を前に、特定候補のための投票を依頼することは、選挙運動にあたりますが、オルグが行われる場所が庁舎内であるときは、公共建物内での選挙演説の禁止（公選法166条１号）に該当します。

　したがって、職場オルグをする場合、まず第一に注意しなければならないことは、「投票依頼」をしないことです。「投票依頼」が駄目ならば、選挙について話すことは無意味ではないか、という疑問もでるかと思いますが、決してそうではありません。　職場オルグというのは、組合の機関決定を伝えたり、もろもろの情勢についての認識を深めてもらい、組合の団結と士気を高めることが主要な目的です。当然、選挙に関する政治情勢や、組合が特定候補について、推薦決定をした経過や、その意義を詳しく話すことも、オルグの主要な任務に入ります。こうした話は、選挙運動ではありません。組合としての当然の活動です。

　組合員が、オルグの話を聞いて、選挙について、なんらかの意思決定をしたとしても、それは、投票依頼の結果ではなく、選挙についての認識を深めた結果です。

　したがって、職場オルグで、正当な組合活動として「投票依頼」ではなく、推せん決定の経過、意義、政治情勢の話をすることはできます。

　なお、告示後は、庁舎外の組合集会の幕間などで、投票を呼びかけることは自由です。

　最後に注意すべき点として、職場オルグが、一般市民などの来庁者もいるところで行われると、事情をよく知らない市民が、庁舎内で選挙演説をしているものと誤解して、警察などに通報するというような例も、過去に何回かありました。

Ｑ17　核廃絶の署名を求めて、戸別訪問をしたいと思いますが、選挙の告示期間内でも、やっていいでしょうか。

本問については、1.署名活動のために各家庭を訪問することが公選法によって禁止されている戸別訪問に該当するか、2.核廃絶のための署名を求めることが地公法36条によって制限されるか、の２つの問題があります。

1.　戸別訪問に該当するか

　公選法138条１項は、戸別訪問を禁止していますが、禁止される戸別訪問は次のような目的のものに限ります。

　①　特定の候補者、特定の党の候補者を当選又は落選させる目的で行われること。

　②　連続して２戸以上を訪問する目的で行われること。

　すなわち、公選法によって禁止されている戸別訪問に該当するためには、①及び②の目的が両方ある必要があります。片一方の目的しかない場合は、公選法によって禁止された戸別訪問にあたりません。

　ところで、本問のような、核廃絶のための署名は、①の「特定の候補者、特定の党の候補者を当選又は落選させる目的」がないことは明らかですので、公選法によって禁止された戸別訪問に該当しません。従って、告示前とか告示後とかを問わず自由に行うことができます。

　以上の理由と同じ理由によって、以下に掲げる行為も、公選法によって禁止された戸別訪問には該当しません（但し、戸別訪問の疑いをかけられることがありますから、十分注意して行う必要があります）。

　(ア)　選挙運動の依頼のための訪問

　(イ)　後援会などに対する入会勧誘のための訪問（20問参照）

　(ウ)　候補者の推薦を依頼する訪問

　(エ)　選挙運動用ポスターの掲示を依頼するための訪問

　(オ)　政党機関紙の購読者獲得のための訪問

2.　地公法36条によって制限されるか

　地公法36条が制限しているのは、

　①特定の政治的目的（特定の政党その他の政治的団体、内閣・地方公共団体の執行機関の支持・反対等）をもって行われる②特定の政治的行為（署名運動の企画・主宰等の積極的関与等）であり、①又は②の一方が欠ける場合は制限の対象となりません。

　本問の場合は、地公法36条２項が掲げる①の特定の目的はないため、核廃絶のための署名を求めることは、地公法36条によっても制限されません。（なお、単に署名を集めるだけでは、署名運動の企画、主宰等の積極的関与にも該当しません）

Ｑ18　選挙の度に戸別訪問で検挙されたという新聞報道を見ますが、戸別訪問とは正確には、どういうことをいうのですか。
公選法は、「何人も、選挙に関し、投票を得もしくは得しめ又は得しめない目的をもって戸別訪問をすることができない（138条）」と規定して戸別訪問を禁止しています。

　しかし、戸別訪問が、選挙運動におけるもっとも基本的な手段であるため、現実には、戸別訪問が行われない選挙は皆無のようです。イギリスなどは戸別訪問が広く行われ、もっとも基本的な選挙運動とされています。一方、戸別訪問禁止の規定を盾に不当な取締りが行われているのも事実です。従って、戸別訪問の疑いをかけられるような行動をする場合は十分な警戒が必要です。

戸別訪問とは

　戸別訪問を理由に取締りが行われている以上、戸別訪問とは何かを知っておく必要があります。戸別訪問についての定義は公選法上にはありませんが、判例上次のような行為が戸別訪問とされています。

　①　特定の候補者、特定の党の候補者を当選又は落選させる目的で行われること。

　②　連続して２戸以上訪問する目的で行われること。

　従って、①の「特定の候補者、特定の党の候補者を当選又は落選させる目的」がなければ、連続して２戸以上を訪問することも自由です（16問参照）。また②の「連続して２戸以上を訪問する目的」がない場合は、特定の候補者、特定の候補者を当選又は落選させる目的をもって、有権者の家を訪問することも自由です。ただ、例えば、誰かに紹介して貰った先が書いてあるメモに２人以上の名前が書いてあったりすると、つぎつぎに訪問する意図があったとみなされます。

　なお、次の行為は、厳密には戸別訪問ではありませんが、公選法は戸別訪問とみなして禁止しています（138条２項）。

　①　選挙運動のため戸別に、演説会の開催もしくは演説を行うことについて告知する行為。

　②　選挙運動のため戸別に、特定の候補者の氏名もしくは政党その他の政治団体の名称を言い歩く行為。

19　ある候補者の後援会に入りたいと思っていますが、差し支えありませんか。また後援会の役員になることも自由ですか。

後援会と一口にいっても、いろいろあります。常勤の役員や職員を置いている大組織もあれば、普段は実体がなく選挙のときだけ活動するような後援会や、あまりはっきりしないような「励ます会」などもあります。

　しかし、どんな後援会でも、会員として加入することは差し支えありません。地公法36条からいっても問題はありません。

　ただ、役員になると問題がでてきます。それも、政治資金規制法にもとづく政治団体である後援会と、そうでない後援会とでは違ってきます。

　政治団体である後援会とは、「特定の候補者を推せんし、支持することを本来の目的とする」ものか、「本来の目的」ではなくても、「特定の候補者を推せんし、支持する活動を目的として、組織的、継続的に行う」ものをいいます。「主たる目的」とは、組織の主目的として掲げられていることをいいます。

　臨時につくられる「励ます会」などは、政治団体には入らないでしょう。また、いわゆる「候補者の人格を敬慕する会」などは、目的からいえば政治団体ではありませんし、その活動が組織的、継続的に推せん、支援活動を行っていなければ、実質的にも政治団体とはいえません。

　そこで、役員となる件ですが、政治団体ではない後援会の場合はなんの制約もありません。しかし、政治団体である後援会の場合は、自治体職員は、役員となることはできません。その理由は、地公法36条第１項です。この条文は「政治的団体の結成に関与すること、役員になること、加入の勧誘運動をすること」を禁止しています。ですから、はつきりした政治団体である後援会の役員に名を連ねることは危険です。なお、加入の勧誘運動ですが、単なる加入の呼びかけは問題ありません。禁止されているのは、この場合も、組織的、継続的な勧誘運動ですので、その点、留意して下さい。

また、呼びかけが代表者名で行われる場合は、組合ではなく個人の呼びかけと見なされる可能性があります。その場合、代表者が在籍者であれば、地公法36条の対象となる可能性がありますので注意する必要があります。このため、委員長名での指示文書などは避けた方がいいでしょう。

なお、この禁止は、あくまで、地公法上の問題で、公選法とは関係ありませんし、刑事上の罰則もありません。

20　私は、ある議員の後援会に加入していますが、こんど会員を増やすため、手分けして加入の勧誘を行います。勧誘の方法などについて注意すべき点がありますか。
後援会の加入勧誘行為は、選挙運動ではありませんので、それ自体は問題ありません。告示前後を問いません。

　ただ、告示直前から告示期間中になると勧誘行為に名をかりた投票依頼行為であるとみなされることがありますので注意が必要です。

　まず、口頭で勧誘をする場合ですが、一軒一軒、しらみつぶしに訪問し、パンフレットを配って加入の勧誘をしますと、戸別訪問、違反文書の配布ということで弾圧される可能性があります。それは、後援会の加入は単なる名目で、実際の目的は、候補者の名前の売込みであり、投票の勧誘であるとみられるからです。

　ですから、後援会に加入してくれそうな人を選んで、本当に後援会に加入してもらうために、後援会の説明をし、加入をお願いする行為であれば、問題はありません。戸別訪問と間違われるような方法は注意が必要です。

　つぎに、文書で加入を求める場合ですが、文書違反とみなされることもあります。例えば、後援会の趣意書、加入申込書、経歴書などを、なにかの名簿を利用して、片っぱしから郵送したりする場合です。この場合も、文書の郵送、配布の本当の目的は投票依頼にあるとみなされます。

　いずれにせよ、後援会加入の勧誘は、選挙運動ではありませんので、自由にできますが、その方法いかんでは、戸別訪問、法定外文書配布とされる可能性もありますので、勧誘方法に注意して下さい。とくに、無差別訪問・無差別配布などは危険です。

　また、後援会の加入勧誘の時期についても配慮する必要があります。

　とくに、告示後に、加入勧誘をすると、投票依頼行為とみなされる可能性が強くなります。実際上も、告示前は取締りがゆるやかなのに、告示がせまるにつれ厳しくなっています。

Ｑ21　職場の同僚や知人に、職場や路上、あるいは乗物の中などで、投票を依頼することは差し支えありませんか。その際に文書を配布することも問題ありませんか。

問題ありません。

　公選法は、言論による選挙運動を原則として認めています。ただ、戸別訪問による投票依頼を禁止したり、演説会に一定の制約を加えてはいます。しかし、口頭による投票依頼は、「個々面接」といって自由にできます。

　職場で同僚に頼んでもよいし、路上や乗物の中でも差し支えありません。デパート・劇場や飲食店などで会ったときに頼んでもよいわけです。また、訪問先の家で投票依頼をすることも、それが戸別訪問にならない限り自由です。

　ただ注意すべきことは、「個々面接」に際して、経歴書などの文書を渡すことです。「個々面接」は、口頭による選挙運動ですが、依頼の趣旨を徹底するために経歴書などをついでに渡すと、それは文書配布という別の問題になってきます。公選法は、選挙運動のための文書の配布についてはかなり厳しい制限を加えていますので、一定の注意が必要でしょう。

　なお、核廃絶の署名や集会への参加の呼びかけ、あるいは減税要求行動の呼びかけのように選挙と直接関係ない勧誘行為は、事前だろうと告示期間中であろうと自由です。

Ｑ22　電話で知人、友人などに投票を頼もうと思っていますが、なにか問題はありませんか。 

選挙運動の期間中は、無報酬のボランティアで、自分の意思により電話で投票を依頼することは自由です。この場合何も知人や友人に限らず、誰に対しても自由に投票依頼ができます。

　なお、この選挙運動の期間とは、各選挙において、「候補者」が立候補の届出をした時点からその選挙の投票日の前日までをいいます。

　本来選挙運動は自由に行うことができることを考えれば、このように投票依頼ができるのは、当然のことなのです。選挙運動を数多く規制するに至っている現行の公選法もこの「選挙運動の自由」を、論理的には否定していませんし、まして電話による投票依頼を禁止してはいません。

　公選法が、あまりにも多岐にわたり選挙運動を禁止ないし制限している結果、あたかも選挙運動が「不自由」なもので公選法が明文で許容する選挙運動だけしか行えないような誤解を生みがちですが、これは誤りです。

　とはいえ、公選法は選挙運動に対して、多岐にわたり、禁止ないし制限規定を定めていますので、電話による投票依頼も選挙運動とみられる限り、選挙期間前は禁止され、また投票日当日も行うことはできません。公選法によって事前運動が禁止され、投票日当日の選挙運動が禁止されていることから、電話による投票依頼も選挙運動の期間中に限り自由ということになる訳です。

　しかし、この選挙運動の期間以外であっても、「選挙運動」という形でなければ行うことができます。この場合、例えば選挙運動期間以前であれば「投票を依頼」をするのではなく、支援あるいは応援を依頼する等の「政治活動」として行うということになります。

　また選挙運動期間内であっても例外的に、選挙運動そのものが禁止されている特定の者は、電話による投票依頼も禁止されています。選挙管理委員会の職員および徴税吏員等（公選法136条）はそれにあたり、また公民権停止を受けている者も禁止されています。なお公務員等はその地位を利用しての投票依頼は禁止されていますので、電話による場合であっても地位を利用して行うことはできません。

　以上の点に注意を払えば、自由に投票依頼ができる訳です。

Ｑ23　手書きの親書で、投票依頼することは自由だと、よく聞きますが本当ですか。

親書すなわち自筆の手紙等で投票を依頼することは、本来自由なことであり、公選法もこれを直接禁止してはいません。このようなことから親書で投票を依頼することは自由だといわれ、また実際に個々に親書でもって投票依頼が行われており、さらに「選挙運動」として親書を積極的に活用した例もあります。

　結論としては、親書による投票依頼は自由ですが、注意しなければならない点があります。

　それは公選法は、法定外の文書の頒布を禁止していることから問題が生じるからです。親書も選挙運動のために使う限り、右の法定外文書にあたり、従って「頒布」することはできないということにならざるを得ないからです。この「頒布」とは「多数人に配布することをいうのであって、その多数人が不特定であることを要しない」と解されていることから、親書であると称しさえすれば、全ての法定外文書頒布に該当せず、禁止の対象にはならないということではありません。すなわち「親書」であってもこれを「頒布」することは禁じられているのです。

　親書を頒布するのではなく、通常の方法で利用し、その中で知人や友人に対して支援、応援等を依頼（投票依頼を含む）するのであれば、法定外文書の頒布禁止規定には触れないこととなり、それは自由に行うことができます。

　なお、組織的、機械的に、投票依頼の文案に基づき投票依頼の「親書」を作成し、事務的、一括して料金別納等で郵送する等した場合は、違反文書の頒布ということになってしまい、「親書」であるとは言えません。

　この点にさえ気を配れば親書の利用は、有効な選挙運動の手段となります。

　以上、選挙運動の期間内の親書の利用について述べました。選挙運動の期間前は、「事前運動」とみられるような利用には注意を払う必要はありますが、その点を除けば自由に利用することができます。ただ、この場合は「投票依頼」ではなく、支援、応援の依頼等という形での利用となります。

Ｑ24　官僚出身の候補者に投票するよう、上司から頼まれましたが、納得できません。このような投票依頼は許されるのでしょうか。

上司が公務員の場合、公務員等の地位利用による選挙運動等の規制に触れるか否かが問題になります。投票依頼の具体的形態にかかわらず許されません。

　公務員である限り国家公務員、地方公務員を問わず、一般職、特別職、現業職員であろうとその地位を利用して選挙運動をすることはできません。（公選法136条の２第１項）

　この「地位を利用する」ということは、公務員等の地位を利用することで、その地位にあることによって選挙運動を効果的に行うことのできる影響力等を利用することとされています。

　上司と部下との関係は、何も公務員についてのみ特有なものではなく、民間企業の場合にも同様に存在する訳ですが、公務員の場合この上司たる地位が即公務員たる地位に外ならず、この地位の有する影響力を利用する限り、許されないことになります。

　国の高級官僚自身はもちろん、出先機関や地方自治体の上級職員がその地位を利用して自分の選挙運動あるいは他の者の選挙運動に奔走する姿は目にあまるものがありますが、公選法自体もこれには厳しい態度（現実の取締の方は緩い態度）をとっています。

　その地位を利用して選挙運動を行えないことは先に述べたとおりですが、選挙運動以外であってもその地位を利用して次の行為を自ら行い、あるいは他人をして行わせてはならないとされています。

　①　推薦行為

　②　選挙運動準備行為

　③　後援団体の結成行為等

　④　文書図面等の掲示頒布等の行為　⑤　利益供与行為

がそれです。

　したがって、部下に投票を依頼する行為だけでなく、部下を使って選挙運動の準備を行わせるとか、後援団体の結成を手伝わせるとかは許されず、刑罰の対象（公選法239条の第２項）とされます。

　なお、公務員が労働組合とか外部団体の役職員を兼ねている場合、それらの団体における地位のみを利用して上記の選挙運動等を行った場合は、ここでいう公務員等の地位利用にはあたりません。

　しかし、職場の上司である組合役員が、直属の部下に対して労働組合の取り組みを依頼した場合について、部下である組合員から地位利用であると指摘された事例があるので、組合役員の立場と公務員としての上司の立場が混同されないよう注意が必要です。

Ｑ25　私はケースワーカーですが、担当世帯を訪問し、選挙の話をすることは違法でしょうか。 

「選挙の話」といってもいろいろあります。ずばり、特定候補者への投票依頼から一般的な政治の動向に関することまで種々の態様に分けることができます。

　この場合、特定候補者への投票依頼は「公務員の地位利用」として許されません。ケースワーカーの担当世帯に対して有する影響力は否定し難いからです。

　また、前問で触れたように、①推薦行為、②選挙運動準備行為、③後援団体の結成行為等、④文書図画の掲示頒布の行為、に直接かかわることはさけるべきですし、特に、⑤利益供与行為などは許容の余地すらありません。

　しかし、以上のような行為以外のことで、ケースワーカーとしての地位にかかわりなく行うことまでも禁止されている訳ではありません。

　国政を批判し、さらには特定政党及び立候補者等の施策を批判しても、地位利用禁止規定に触れることにはなりません。

　ただ、この場合のうち、特定候補者に対する批判が、その候補者の落選を目的とすることが明らかな場合は、公務員の地位利用禁止規定や戸別訪問禁止規定に触れるおそれがありますので、この点注意を要します。

　福祉政策に消極的な政党・政治家等を指摘し、批判する等のことは何ら地位利用にもならず、戸別訪問その他の禁止規定に触れるものではありません。反対に福祉政策を積極的に推進しようとしている政党、政治家の話をしたとしても同様です。

　以上のように留意すべき点は少なからずありますが、選挙にかかわる話が一切できない訳ではありません。

　ケースワーカーの職務遂行中の選挙とのかかわりあいについて述べてきましたが、その地位を離れて、例えば労働組合員あるいは一般人として選挙の話をすることは、戸別訪問等の規定に触れないのであれば、原則として行うことができます。

　但し、この場合も、ケースワーカーの地位を利用する形は、十二分にさけて行うのでないと、地位利用との誤解を受けるので、注意が必要です。

26　室内用として無検印のポスターを自宅の中や組合事務所の中に貼ることは、差し支えありませんか。

選挙運動用のポスターを掲示できる場所は、公選法によって一部限定され、限定されていない場合においては、所定の要件を備えたもので、選挙管理委員会の検印等を受けたポスターでなければなりません。

　そこで設問の場合ですが、選挙運動用のポスターであり、且つこれの掲示にあたることになれば、貼ることができません。

　しかし、選挙運動のためのポスターでなければ貼ることができますし、選挙運動用のポスターであっても、公選法の「掲示」に該当しないのであれば貼ることができます。

　この「掲示」とは文書図画を一定の場所に掲げ、他人の目にふれるようにすることなのですから、自宅の中に貼る行為は、特に外部から人目にふれるような貼り方をしない限り差し支えないことになります。

　次に組合事務所内ですが、組合事務所には多数の組合員が出入して、それらの人達の目にふれるとはいえ、これら組合員のみの目にふれるのであれば、自宅同様に差し支えないと言えます。

　以上のように、結論として、貼ること自体は、特別外部の者の目にふれるように貼るのでもない限り、差し支えないのですが、問題はこのポスターの「頒布」の点にあります。

　この頒布とは、多数に配布する行為をいい、その配布を受ける者が不特定多数であることを要しない、とされており、選挙運動用に文書図画を頒布できる場合としては、法定内の文書に限られています。この無検印ポスターは法定外文書に外ならず、これを頒布することはできません。

　前述の通り室内用として組合員各自が無検印ポスターを貼ることは禁じられる訳ではないのですが、これを各組合員、つまり多数の人に配布すると、文書図画の頒布の制限規定に触れることとなってしまいます。

　したがって、無検印ポスターを設問のように利用する場合その配布には、注意を払う必要があります。

Ｑ27　地方公務員が、候補者の選挙カーに乗ることは問題がありますか。

地方公務員が選挙カーに乗る場合も、具体的に何のために乗り、どのような行為をするのかによって区別しなければなりません。

　大きく分けて、①投票勧誘運動を行うためと、②機械的な労務の提供、とに分けられるでしょうが、このうち演説・あいさつ等を行いつつも、結局投票勧誘運動を行う場合については、地方公務員法36条２項１号による制限を受けることになります。

　しかし、当該職員の属する地方自治体の区域外であればこの規制は受けませんし、また現業職員及び企業職員の場合、この地公法36条の適用はなく、何の制限も受けません。

　なお、この地公法36条違反（問２、３参照）とされる場合、国家公務員に対しての制限と異なり罰則の規定が置かれてはおらず、従って、刑事処分の対象となることはまったくなく、ただ懲戒処分の対象となるのか否かが問題となるだけです。

　機械的労務の提供、すなわち宣伝カーの運転手あるいはその助手等となって、単なる労務を提供するだけで投票勧誘運動は行わない場合は、地方公務員法36条による制限は受けません。同条によって禁止されているのは一定の政治目的を持って行う「勧誘運動」等であり、単なる労務の提供はこの勧誘運動すなわち「不特定多数の者を対象として、組織的計画的に投票する決意又は投票しない決意をさせるよう促す行為」を行っていることにはならないからです。

しかし、最近、例えば候補が街頭演説中に、路上で桃太郎旗を持っているとか、手を振るなどの行為は投票勧誘運動であり、機械的労務の提供とは見なされないという事例が出ていますので、注意する必要があります。

　以上選挙カーに乗る場合、そこで投票勧誘運動を行うのか否かの点で大別して規制されるのかどうかをみてきましたが、問題は「連呼する人」の場合です。機械的労務の提供である一方、投票勧誘運動にも該当するともみられかねないからです。

　地公法36条による規制を不当なものとして受け止め、従って少なくとも制限的に解釈する立場からいえば、制限は受けないとの結論になるわけですが、「小規模」な自治体の場合、あるいは「連呼する人」の声に特徴があってその人が誰なのかが不特定多数の選挙民から識別できる場合は、注意を要します。というのはその識別された地方公務員が正に勧誘運動を行っていることになるからです。

Ｑ28　政治資金規正法はどのようにかわりましたか。 

政治家に関わる資金の透明性をいかに高めるか、ということが政治改革の大きな課題としてあります。この観点から、94年11月政治資金規正法が大きく改正されました。

　その改正内容は、政党を政治活動の中心にする考えから、①企業・労働組合等団体からの寄附の制限、②政治家の政治活動に関する寄附の制限、③罰則の強化が大きな柱となっており、さらに00年1月1日からは、会社・労働組合等の団体の資金管理団体に対する寄付が禁止されました。

　①　企業・労働組合等団体からの寄附の制限

　今回の改正法で、企業・労働組合から政治資金として寄附ができるのは、ア.政党、イ.政治資金団体（政党のために資金上の援助をする目的をもつ団体、例えば自民党の国民政治協会）の２つの政治団体だけで、それ以外の政治家、後援会などに対する寄附は一切禁止されます。

　「政党」「政治資金団体」への寄附は資本金（企業）、組合員、構成人員（労働組合など）によって異なりますが、年間750万～１億円の範囲内で寄附することができます。

　②　政治家の政治活動に関する寄附の制限

　①の団体からの寄附の制限とは逆に、政治家個人の側から見た場合、どのように寄附が制限されるのか。今回の改正では、①にあるように企業、労働組合は政治家個人に対しては寄附はできません。従って、選挙事務所に労働組合として陣中見舞いをもっていくことはできなくなりました。

　政治家個人が寄附を受けることができるのは、ア.政党、イ.個人（年間150万円以内）、ウ.政治団体（政治資金規正法に基づく団体）の三者のみです。政党は金銭、物品等はいつでも制限なく政治家個人に寄附することができます。個人と政治団体からは物品等はいつでも自由ですが、金銭等は選挙運動に関するものを除き禁止されます。

　なお、①、②とも、同一の政治団体、政治家への寄附が年間５万円を越える場合は、寄附者の氏名、金額が収支報告書に記載されることになります。

　③　罰則の強化

　以上の寄附の制限に反した者の罰も従前に比べ強化されました。

　具体的には、まず、罰金の額が上限100万円以下（従前30万円以下）と引き上げられました。また、法違反を犯した者は裁判が確定した日から５年間（禁錮刑に処せられた者はその期間とその後５年間）公民権が停止されます。さらに、団体の役職員が法違反を犯した場合は、その行為者にとどまらず団体に対しても罰金刑が科せられます。　

以上規正法のあらましを一通り説明しましたが、労働組合にとっての注意点を指摘しておきます。

　労働組合は組合活動の運営に必要な組合の通常経費の他に、いろいろな闘争資金を組合員から集め、保有しています。そして、組合の各種の闘争のため、その資金を使いますが、ただそれだけでは規正法とは関係ありません。規正法とのかかわりがでてくるのは、組合の資金を外部の政治団体と政治家に寄附する場合です。

　質問の本文で述べた規正法の説明は、この寄附についての説明です。

　また、労働組合が、組合活動として組織内で支出をする場合でも、それが組合員の選挙運動に対する報酬である場合は公選法上問題となりますので、注意して下さい。

　また、その金が選挙運動の実費として、たとえば選挙事務所の家賃とか、法定ポスター、ハガキの印刷費などに支出されますと、寄附と見なされます。
Ｑ29　連座制とはどのようなものですか。

連座制とは、候補者や立候補予定者と一定の関係にある者が、買収罪等の罪を犯し刑に処せられた場合には、たとえ候補者や立候補予定者が買収等の行為に関わっていなくても、候補者や立候補予定者本人について、その選挙の当選を無効とするとともに立候補制限という制裁を科す制度です。

　1994年11月の公職選挙法の改正により、「連座対象者が候補者等と意思を通じて買収罪などの罪を犯し、禁錮以上の刑（執行猶予を含む）に処せられた場合、候補者等は当選の無効及び５年間の立候補の制限が科せられる」とともに、連座対象者として、①総括責任者、②出納責任者、③地域主宰者、④親族（候補者等と意思を通じて選挙運動した者）、⑤秘書（候補者等と意思を通じて選挙運動した者）の他、新たに「組織的選挙運動管理者」が加えられました。

　「組織的選挙運動管理者」とは、「候補者や立候補予定者と意思を通じて組織により行われる選挙運動において、当該選挙運動の計画の立案もしくは調整又は当該選挙運動に従事する者の指揮もしくは監督その他当該選挙運動の管理を行う者」と定義されています。

　これは、選挙運動の計画・作戦の立案調整、情報の収集分析、運動員の指揮監督、資金の調達などの管理の行為を行う人をとらえる概念であり、一定の地域あるいは一定の分野の全部あるいは一部において、組織により行われる選挙運動の中心となって取りまとめている人、それを補佐する立場の人、それらの者と一緒になって選挙運動の重要な部分を担当する参謀格の人など、選挙運動を行う組織の構成員の選挙運動のあり方を決定し、実行させる行為を行う人をいいます。

　組織を活用して選挙運動を行う政党、後援会、労働組合、宗教団体、同窓会などの上層部はもちろん、地域支部、職域支部、青年部、婦人部における選挙運動において、選挙運動全体の計画をたてる人、ビラ配りの計画をたてる人、電話作戦に当たる人の指揮監督を行う人、選挙運動従事者への弁当の手配を行う人など、ある分野を担当する末端の責任者もこれにあたるとされています。

　この「組織的選挙運動管理者等」など連座対象者が「買収罪」、「多数人買収罪」などを犯した場合に適用となります。ただし、戸別訪問や文書違反の場合はこの連座制は適用されません。

　なお、衆議院比例代表選挙、参議院比例代表選挙については連座制は適用がないこととされていましたが、2000年10月の公職選挙法の一部改正により、参議院（比例代表選出）議員の選挙を非拘束名簿式比例代表制に改めたことにより、連座制が適用されることとなりました。

 連座制のポイント 
○例えば、政党、政党の支部、政党の青年部・婦人部、候補者や立候補予定者本人の後援会、系列の地方議員の後援会、協力支援関係にある首長の後援会、地元事務所、選挙事務所、政治支援団体、選挙支持母体などが、「組織」にあたると考えられます。

○本来、政治活動や選挙運動以外の目的で存在している、会社、労働組合、宗教団体、協同組合、業界団体、青年団、同窓会、町内会、ＰＴＡなどの複数の人間の結合体が、特定の候補者や立候補予定者を当選させる目的をもって、構成員相互の間で役割を分担し、協力し合って選挙運動を行う場合には、「組織」にあたります。

○連座制の前提となる選挙違反は、買収（供応）罪となります。選挙人だけでなく、運動員に対する買収も成立しますので、「選挙運動無償の原則」を厳格に考える必要があります。

労働組合の場合、動員費や交通費などの実費弁償で実額を超える「渡しきり」、ただ飲み・ただ食い（おごり）などが全て対象となります。会費を取った場合でも、会費を上回る飲食物が提供された場合や、主催者や来賓を含め、一部の参加者から会費を徴収していなかった場合なども買収（供応）とされた事例があります。

また、事前も事後も成立しますので、労働組合の政治活動・組合活動と選挙運動の境界に注意を払いましょう。

【組織的選挙運動管理者等の連座イメージ図】


Ｑ30　選挙弾圧の対応の基本は。

Ａ　選挙活動では、職務質問を受けたり自宅に「○○署にきてほしい」といった呼出しをうけることも想定されます。また、これら選挙弾圧への対応として、選対を立ち上げた段階で、単組や選対は弾圧に対する責任者を決めて、各種行動に際しては必ず、こうした職質や任意同行に対する対応をマニュアル化し、徹底することが重要です。

　合法的な選挙運動に対して不当な弾圧があった場合は断固としてたたかうことになります。しかし、公職選挙法の趣旨を徹底し弾圧対策を講じても事案によっては単組や県本部または選対として警察と対応しなくてはならないケースも生じます。

　こうしたケースでは、まず、事案に対する責任者を決め県本部・本部と連係しながら対応することが重要です。その際、肝心なことは対外的な窓口を一本化し弁護士と相談しながら組織的に対応をすることです。

そのためには、対応のスピードが重要であることから、こうした選挙弾圧が起きた場合、単組や選対の自己判断ではなく、直ちに本部・県本部に連絡し、どのような対応が必要か判断を仰ぐことが重要です。

Ｑ31　職務質問を受けた場合はどうすればいいですか。

Ａ　

①　相手の身分を確認する

　職務質問を受けた場合には、まず相手の身分を確かめる必要があります。落ち着いて、警察手帳の提示をもとめ、「どこの署の誰か」「官職は何か」を聞き相手が警察官であることを確認することです。

②　なぜ、呼び止めたかを確認する

　警察官職務執行法第１条第２項には「この法律に規定する手段は、前項の目的のため必要な最少の限度において用いるべきものであって、いやしくもその濫用にわたるようなことがあってはならない」としています。同法第２条では「異常な挙動その他周囲の事情から合理的に判断して何らかの犯罪を犯し、もしくは犯そうとしていると疑うに足りる相当な理由のある者又は既に行われた犯罪について、もしくは犯罪が行われようとしていることについて知っていると認められる者を停止させて質問することができる」としており、それ以外にはいわゆる職務質問はできないことになっています。

　ですから、「どういう理由で呼び止めたのか」「どういうところがあやしいと思ったのか」を聞き出すことが必要です。

③　職務質問は強制できません

　職務質問は、あくまで任意であり、任意の協力を求めているわけですから答える義務や強制力はありません。「相手が承諾したらやってもよい」ということであり、決して強制的にやってもよいということにはなっていません。

　力ずくで交番に連行したり、無理やり所持品を検査したり、質問に答えさせたりすることは、警察官職務執行法第２条第３項の「前二項に規定する者は、刑事訴訟に関する法律の規定によらない限り、身柄を拘束され、又はその意に反して警察署、派出所もしくは駐在所に連行され、もしくは答弁を強要されることはない」という条項に違反する行為です。また、これらのことは、憲法第33条、34条、38条に規定する「逮捕状や令状なしに拘留や捜査をしてはならない」ということに違反しているといえます。

④　不必要な答えは禁物

　職務質問を受けた場合、ついつい、行動の正当性を主張したりして不必要なことを言ったりしがちですが、「そのような質問には答える必要はない」「必要があれば別途日時を決めて出向く」と対応することが大切です。

　どうしてもいわざるを得ない場合には、住所と名前にとどめましょう。そして、すぐに単組や県本部の弾圧担当の責任者に連絡をすることです。初期の対応を誤ると思わぬ方向へ問題が発展しかねません。

Ｑ32　参考人として呼出しを受けた場合はどうすればいいですか。

Ａ　検事や警察官から直接または電話で「聞きたいことがあるから○月○日どこそこへ来てくれ」という呼出しがくることを、普通「参考人の取り調べ」といっています。これを拒否すると呼出状に受領印を求めてきたりすることもあります。

①　行く行かないはこちらの自由です

　呼出状の通知を受けると、初めての人は驚いてどうしても行かなければならないのではないかと心配しますが、行く行かないはこちらの勝手なのです。

　　呼出しを受けたら、まず落ち着いて、それが被疑者としてなのか、参考人としてなのかを確かめ、被疑者としてであれば弁護団と打ち合わせをして、態度を決めるべきです。参考人としてであれば一切応じなくても問題はありません。

②　呼出しに応じなくても逮捕はされません

　刑事訴訟法第213条には「第三者の任意出頭、取調、鑑定等の嘱託」についての規定がありますが、これは単に参考人として取り調べることができるということで、強制力をもったものではありません。あたりまえのことですが、逮捕というのは「何か犯罪を犯したという証拠のあがっている人」に対して裁判官の発行する逮捕状があるときだけできるものですから、第三者である参考人に対しては絶対にできないことです。よくある例として、「こないと逮捕するぞ」という嫌がらせや脅しをかけてくる場合もありますが、これは全くでたらめであり、むしろ抗議すべきことなのです。

Ｑ33　個人情報保護法施行により留意すべきことは何ですか。

　2005年11月から個人情報保護法が全面施行となり、個人情報取扱業者は、個人情報利用の目的を特定し、通知・公表しなければならなくなりました。個人情報取扱業者には、自治労の各級機関（本部・県本部・単組など）、関連団体（自治労共済など）も個人情報取扱業者となることから、自治労は、組合員の個人情報保護のため、法が規制の対象としていない保有情報,5,000件以下の組織においても「自治労個人情報の手引き」に基づいて取り組むこととしています。

　自治労の選挙活動に関わって留意する必要があるのは、後援会に組合員名簿を提出する場合や支持者カードの取り組みが考えられます。

　まず、政治団体（後援会）に対する組合員名簿の提出の場合です。政治団体は保護義務の対象外ですが、労働組合が政治団体（後援会）に名簿を提出する場合は、個人情報保護法の第三者提供にあたるため、本人同意かオプトアウト方式による通知が必要となります。

　このため、①組合加入時に同意を得る、②大会などの運動方針で決定する、③規約等に明示する、④プライバシーポリシーを策定しプライバシーポリシーの利用目的などに明示する、などの形で対応する必要があります（詳細は「自治労個人情報の手引き」参照のこと）

　また、支持者カードについても、その個人情報の利用目的をあらかじめ明示しなければならないことから、例えば、【このカードに記載の情報は「○○　○○」の政治活動以外の目的には使用しません。また、ご友人・お知り合いの方をご紹介いただく際には、必ず本人の了解を得てから記載してください。】などとカードに記載する必要があります。

　なお、電話帳などをそのまま活用する場合は問題ありませんが、自らデータベース化し加工して利用するような場合は、対象となる個人に対しての通知が必要となります。

〈オプトアウトの要件〉

　次の４項目をあらかじめ通知し、又は本人の知り得る状態においている場合。

　①第三者提供すること

　②提供される情報の種類

　③提供の手段

　④求めに応じて提供停止すること

Ｑ３４　地方議員の政治資金を組合が協力する方法はありますか。
　基本的に労働組合が政治家及び後援会（資金管理団体）に政治資金を提供（寄付）することはできません。しかし、政治資金パーティ券の購入は、パーティーの対価であって寄付ではないとされているので、企業・団体（労働組合を含む）が購入することは合法です。仮に、パーティー券の購入者の全員若しくは大多数が労働組合であったとしても合法です。

収入が1000万円を超えるパーティーは特定パーティーとなりますが、地方議員が特定パーティーに該当しない少額の政治資金パーティーを開催することは全く問題がありませんので、積極的に活用しましょう。

地方議員が政治資金パーティーを開催するために留意すべき事項は次の通りです。

１．パーティー券の購入額

①1回の政治資金パーティーにつき、同一のものが150万円を超えてパーティー券を購入することは禁止されています。この制限は1年間の上限ではなく1回の上限ですから、1年間に2回開催する場合は、各150万円ずつ合計300万円まで可能ということになります。

②1回の政治資金パーティーにつき20万円を超える支払いをした者は氏名（組合であれば組合の名称）と住所を収支報告に記載しなければなりません。（当然、20万円以下の場合は記載する必要はありません）

２．招待や割引の禁止

①議員や候補者は選挙民（選挙区内に居住する者）に対する寄付が禁止されていますので、たとえ国会議員や首長などでも選挙民であれば違反となります。また、割引も寄付にあたるという考え方もあるのでやめましょう。

②パーティー券の販売者に対するキックバック（経費と称した割り戻し）は収支報告書の虚偽記載及び選挙民に対する寄付違反となるおそれがありますのでやめましょう。

３．その他

①匿名による支払いは禁止されています。

②政治資金パーティーの対価の支払いについて、相手方に対して、業務、雇用その他の関係又は組織の影響力を利用して威迫する等、不当にその意思を拘束するような方法や、意思に反するチェック・オフ等は禁止されています。

　組合員、管理職、関係団体、出入業者等に対してパーティー券購入をお願いする場合は、強制といわれないように注意してください。

③公務員が地位を利用して政治資金パーティーに対価を支払って参加することを求めたり、支払いを受けたり、他の者がするこれらの行為に関与することは禁止されています。組合として組合員に協力を求めることは合法ですが、公務員の地位利用と受け取られないよう注意してください。

　もちろん、組合がパーティー券を購入することは何も問題はありません。

④政治資金パーティーを開催する場合は、案内状又はパーティー券に「この催物は、政治資金規正法第8条の２に規定する政治資金パーティーです」との政治資金規正法施行規則第17条の法定文言を記載することが必要です。

⑤地方議員ではなく労働組合が母体となった政治団体がある場合は、より大規模な政治資金パーティーを開催することができます。その場合は、収益の中から組織内各議員の政治団体に対して「寄付」をすることが可能です。

資料①

○地方公務員法・36条

（政治的行為の制限）

第36条　職員は、政党その他の政治的団体の結成に関与し、もしくはこれらの団体の役員となってはならず、又はこれらの団体の構成員となるように、もしくはならないように勧誘運動をしてはならない。

２　職員は、特定の政党その他の政治的団体又は特定の内閣もしくは地方公共団体の執行機関を支持し、又はこれに反対する目的をもって、あるいは公の選挙又は投票において特定の人又は事件を支持し、又はこれに反対する目的をもって、左に掲げる政治的行為をしてはならない。但し、当該職員の属する地方公共団体の区域（当該職員が都道府県の支庁もしくは地方事務所又は地方自治法第252条の19第１項の指定都市の区に勤務する者であるときは、当該支庁もしくは地方事務所又は区の所管区域）外において、第１号から第３号まで及び第５号に掲げる政治的行為をすることができる。

　一　公の選挙又は投票において投票をするように、又はしないように勧誘運動をすること。

　二　署名運動を企画し、又は主宰する等これに積極的に関与すること。

　三　寄附金その他の金品の募集に関与すること。

　四　文書又は図画を地方公共団体の庁舎、施設等に掲示し、又は掲示させ、その他地方公共団体の庁舎、施設、資材又は資金を利用し、又は利用させること。

　五　前各号に定めるものを除く外、条例で定める政治的行為

３　何人も前二項に規定する政治的行為を行うよう職員に求め、職員をそそのかし、もしくはあおってはならず、又は職員が前二項に規定する政治的行為をなし、もしくはなさないことに対する代償もしくは報復として、任用、職務、給与その他職員の地位に関してなんらかの利益もしくは不利益を与え、与えようと企て、もしくは約束してはならない。

４　職員は、前項に規定する違法な行為に応じなかったことの故をもって不利益な取扱を受けることはない。

５　本条の規定は、職員の政治的中立性を保障することにより、地方公共団体の行政の公正な運営を確保するとともに職員の利益を保護することを目的とするものであるという趣旨において解釈され、及び運用されなければならない。

資料②

○国家公務員法・第102条

（政治的行為の制限）

　　職員は、政党又は政治的目的のために、寄附金その他の利益を求め、もしくは受領し、又は何らの方法を以ってするを問わず、これらの行為に関与し、あるいは選挙権の行使を除く外、人事院規則で定める政治的行為をしてはならない。

２　職員は、公選による公職の候補者となることができない。

３　職員は、政党その他の政治的団体の役員、政治的顧問、その他これらと同様な役割をもつ構成員となることができない。

○　人事院規則14－７

（政治的行為）(抄)（政治的目的の定義）
５　法及び規則中政治的目的とは、次に掲げるものをいう。政治的目的をもってなされる行為であっても、第六項に定める政治的行為に含まれない限り、法第百二条第一項の規定に違反するものではない。
　一　規則十四－五に定める公選による公職の選挙において、特定の候補者を支持し又はこれに反対すること。
　二　最高裁判所の裁判官の任命に関する国民審査に際し、特定の裁判官を支持し又はこれに反対すること。
　三　特定の政党その他の政治的団体を支持し又はこれに反対すること。
　四　特定の内閣を支持し又はこれに反対すること。
　五　政治の方向に影響を与える意図で特定の政策を主張し又はこれに反対すること。
　六　国の機関又は公の機関において決定した政策（法令、規則又は条例に包含されたものを含む。）の実施を妨害すること。
　七　地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）に基く地方公共団体の条例の制定もしくは改廃又は事務監査の請求に関する署名を成立させ又は成立させないこと。
　八　地方自治法に基く地方公共団体の議会の解散又は法律に基く公務員の解職の請求に関する署名を成立させもしくは成立させず又はこれらの請求に基く解散もしくは解職に賛成しもしくは反対すること。

（政治的行為の定義）
６　法第百二条第一項に規定する政治的行為とは、次に掲げるものをいう。
　一　政治的目的のために職名、職種又はその他の公私の影響力を利用する
　　こと。

　二　政治的目的のために寄附金その他の利益を提供し又は提供せずその他政治的目的をもつなんらかの行為をなし又はなさないことに対する代償又は報復として、任用、職務、給与その他職員の地位に関してなんらかの利益を得もしくは得ようと企て又は得させようとすることあるいは不利益を与え、与えようと企て又は与えようとおびやかすこと。
　三　政治的目的をもって、賦課金、寄附金、会費又はその他の金品を求めもしくは受領し又はなんらの方法をもってするを問わずこれらの行為に関与すること。
　四　政治的目的をもって、前号に定める金品を国家公務員に与え又は支払うこと。
　五　政党その他の政治的団体の結成を企画し、結成に参与しもしくはこれらの行為を援助し又はそれらの団体の役員、政治的顧問その他これらと同様な役割をもつ構成員となること。
　六　特定の政党その他の政治的団体の構成員となるように又はならないように勧誘運動をすること。
　七　政党その他の政治的団体の機関紙たる新聞その他の刊行物を発行し、編集し、配布し又はこれらの行為を援助すること。
　八　政治的目的をもって、第五項第一号に定める選挙、同項第二号に定める国民審査の投票又は同項第八号に定める解散もしくは解職の投票において、投票するように又はしないように勧誘運動をすること。
　九　政治的目的のために署名運動を企画し、主宰し又は指導しその他これに積極的に参与すること。
　十　政治的目的をもって、多数の人の行進その他の示威運動を企画し、組織しもしくは指導し又はこれらの行為を援助すること。
　十一　集会その他多数の人に接し得る場所で又は拡声器、ラジオその他の手段を利用して、公に政治的目的を有する意見を述べること。
　十二　政治的目的を有する文書又は図画を国の庁舎、施設等に掲示し又は掲示させその他政治的目的のために国の庁舎、施設、資材又は資金を利用し又は利用させること。
　十三　政治的目的を有する署名又は無署名の文書、図画、音盤又は形象を発行し、回覧に供し、掲示しもしくは配布し又は多数の人に対して朗読しもしくは聴取させ、あるいはこれらの用に供するために著作し又は編集すること。
　十四　政治的目的を有する演劇を演出しもしくは主宰し又はこれらの行為を援助すること。
　十五　政治的目的をもって、政治上の主義主張又は政党その他の政治的団体の表示に用いられる旗、腕章、記章、えり章、服飾その他これらに類するものを制作し又は配布すること。
　十六　政治的目的をもって、勤務時間中において、前号に掲げるものを着用し又は表示すること。
　十七　なんらの名簿又は形式をもってするを問わず、前各号の禁止又は制限を免れる行為をすること。
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